応募書類の作成・記入要領
１．応募に必要な書類は以下のとおりです。
応募書類は日本語で、活字体（手書きは不可）にて作成してください。
　○応募時に提出いただく書類
（１）フェースシート　　　　　　　　　　　　　　　（様式１）
（２）技術開発の内容　　　　　　　　　　　　　　　（様式２）
（３）技術開発の計画　　　　　　　　　　　　　　　（様式３）
（４）技術開発に係る経費の内訳　　　　　　　　　　（様式４）
（５）技術開発の実施体制（その１）　　　　　　　　（様式５－１）
（６）技術開発の実施体制（その２）　　　　　　　  （様式５－２）
（７）構成員に関する情報

①法人の場合は、次に掲げる書類又はこれらに準ずるものの写し（Ａ４版）

・損益計算書及び貸借対照表

・連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則に規定する子会社の一覧

②法人以外の団体の場合は、次に掲げる書類の写し（Ａ４版）

・①に掲げる書類又はこれらに順ずるもの

・代表者の住所及び氏名並びに本件に関し当該団体を代表する旨の証し

・財務状況の分かるもの（事業費の全部又は一部を負担する場合）

③個人で法人その他の団体との密接な関係がある場合は、その関係並びに当該団体について①及び②に掲げる書類の写し（Ａ４版）
（８）審査基準に関する事項　　　　　　　　　　　　（様式６）
２．応募書類の枚数は、原則、１様式につき１枚とします。ただし、様式２については３枚、様式６については２枚をそれぞれ限度とすることができます。必要に応じて図表等を活用し、具体的かつ簡潔に記載してください。
３．応募書類はすべてＡ４版とし、通しページを付して両面印刷としてください。
４．書類は１部ずつ左上角をホッチキスで留め、１０部提出してください。ただし、（７）構成員に関する情報については、該当する書類の写し（Ａ４版）を２部提出してください。
５．応募書類のうち、様式１～６の電子ファイル（Microsoft Word形式）を格納したＣＤ－Ｒを１枚提出してください。その際、ＣＤ－Ｒには「平成20年度住宅・建築関連先導技術開発助成事業」と「応募課題名（例：○○に関する技術開発）」を記載してください。
· なお、応募書類による書類審査により、ヒアリング審査を受けていただくこととなった課題については、以下の書類をヒアリング審査時に提出していただきます。

　○ヒアリング審査時に提出いただく書類
（参考１）昨年度までの技術開発の成果　…継続課題のみ
（参考２）パワーポイントによる補足説明資料　…新規・継続課題とも
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（様式１）

フェースシート
	 １．応募テーマ（以下の３テーマのうち、いずれか１つに○をつけてください。）
　　　１　住宅等におけるエネルギーの効率的な利用に資する技術開発
　　　２　住宅等に係る省資源、廃棄物削減に資する技術開発
      ３　住宅等の安全性の向上に資する技術開発

	２．応募課題の新規・継続の別

新規・継続（いずれかに○を付けてください。）

	 ３．応募課題名（内容を端的に表す題名としてください。）
 　　「〇〇〇に関する技術開発」

	 ４．技術開発の概要
（技術開発の概要を100字以内で簡潔にわかりやすく記載してください。なお、当該概要は、課題が採択された場合には公表いたします。）

	 ５．技術開発期間
 　　　平成○年度～平成○年度

（最長３年とし、期間が１年を超える場合は理由を記載してください。）

	 ６．今年度に要する技術開発に係る経費の額・補助金の額
（平成20年度分に係る額について記載してください。）
　　　技術開発に係る経費の額　○○百万円　　　補助金の額　○○百万円　　

	 ７．他の補助金の有無
（本事業以外に、本件に関連して、現在、国・地方公共団体等から受け入れている補助金若しくは申請している補助金等について、制度名、金額、課題名を記載してください。その際、本応募課題との仕分け、関連のさせ方等が有れば併せて記載してください。）  

	 ８．応募者の構成員
（応募者の構成員について、法人その他の団体の場合には法人名・団体名の後に技術開発の主たる責任者の所属部署等と氏名を（　）書きで記載し、個人の場合には氏名の後に所属する法人名・団体名及び部署等を(　)書きで記載してください。）
　　　組織の場合：株式会社○○○○（△△部××課　□□□□）

○○大学（△△学部××学科□□研究室教授　●●●●）
      個人の場合：○○○○（△△大学××学部○○学科教授）

※構成員の名称・氏名は共同技術開発契約書を締結する者と同一にしてください。

	 ９．経理担当者
（経理担当者は、原則として、応募者の構成員の会計・経理担当者等とし、法人名等の組織名、所属部署名、担当者名及び連絡の取れる住所等を記載してください。）
　　　〇〇　〇〇
　　　株式会社△△△△　総務部　会計係
　　　〒×××―××××　〇〇市〇〇〇１－２－３
 （TEL：０×－××××－××××、FAX：０×－××××－××××、E-mail：×××＠××××）

	 １０．事務連絡先
（応募書類受領の通知、審査結果の連絡等に係る事務連絡先を８と同様に記載してください。連絡先は、平日（月～金）に確実に連絡がとれるところにしてください。なお、経理担当者と事務連絡先は同一の構成員に置かなくても構いません。）


（様式２）

技術開発の内容
	応募課題名
	「〇〇〇に関する技術開発」

	１．目的・内容・必要性
（技術開発の目的、内容及びその必要性について、具体的に記載してください。）

	２．期待される具体的な成果
（技術開発期間終了時に期待される成果を具体的に記載してください。）


	３．技術開発の方法・手順
（技術開発の方法・手順について、具体的に記載してください。複数の技術開発項目で構成される場合には、それぞれの項目名（「～に関する技術開発」等）及びその概要を記載してください。）


	４．対象技術・関連技術の現状及び動向
（開発の対象となる技術について具体的に記載してください。また、関連する既存技術に関し、特許等も含め、その現状及び動向について記載してください。）



※　本様式の枚数は、1.～4.の合計で３枚を限度とします。

（様式３）

技術開発の計画
＜技術開発期間が３年の新規課題の場合の例＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	応募課題名
	「〇〇〇に関する技術開発」

	技術開発項目
	平成２０年度
	平成２１年度
	平成２２年度
	経費の総額

	直接技術開発経費
	２００
	２５０
	１００
	５５０

	(1)・・・に関する技術開発
(2)・・・に関する技術開発
(3)・・・に関する技術開発
　　・
　　・
( )・・・に関する技術開発
	・・・の開発
５０
　　　　
　　　　　　　　　　　　
・・・のデータ整備
３０
	・・・の検証
５０
・・・の検討
６０
	とりまとめ
３０
とりまとめ
３０
	５０
５０
３０
３０
６０
３０

	間接経費
	６０
	 ７５
	 ３０
	１６５

	合　計
（うち補助金の額）
	２６０
（１３０）
	３２５
（１６２．５）
	１３０
（６５）
	７１５
（３５７．５）


（注）　・継続課題の場合は、技術開発期間中の各年度について記載してください。（平成18年度は交付申請額を記載。）
・主な技術開発項目毎に記載してください。（各項目の下に見込額を記載してください）
　　    ・間接経費は、直接技術開発経費の３０％以内で計上することになります。

（様式４）

技術開発に係る経費の内訳
＜技術開発期間が３年の新規課題の場合の例＞           　　　　　　　　　（単位：百万円）
	応募課題名
	「〇〇〇に関する技術開発」

	
	資　金　計　画
	総　額

	実　施　年　度
	20年度
	21年度
	22年度
	

	直接技術開発経費
	200
	250
	100
	550

	　設備備品費
　　・・・・・・（器具機械類の名称）
　　・・・・・・　
　消耗品費
　旅費
　謝金
　賃金
　役務費
　委託費
　その他（内訳）
　　印刷製本費
　　通信運搬費
　　光熱水料
　　会議費
　　労働者派遣事業者からの技術開発補助者派遣
    特許申請に必要な経費
　　借料及び損料（リース料）
　　・・・・・・

小計
	100
〇〇〇〇
50
0
0
0
10
0
40
0
0
40
0
0
0
0
〇〇〇〇

〇〇〇〇
	120
〇〇〇〇
50
0
0
0
20
0
60
0
0
60
0
0
0
0
〇〇〇〇

〇〇〇〇
	30
〇〇〇〇
30
0
0
0
10
0
30
20
0
10
0
0
0
0
〇〇〇〇〇〇〇〇
	250
〇〇〇〇
130
0
0
0
40
0
130
20
0
110
0
0
0
0
〇〇〇〇

〇〇〇〇

	間接経費（直接技術開発経費の３０％以内）
	60
	75
	30
	165

	合計
	260
	325
	130
	715


（注）

・継続課題の場合は、技術開発期間中の各年度について記載してください。（平成18年度は交付申請額を記載。）
・技術開発全体の所要経費及び項目ごとの所要経費について、見込額を記載してください。
・50万円以上の備品等を購入しようとする場合は、リースにできない理由書及び機種選定理由書を添付してください．
・備品等の購入経費が、補助事業費の90％を超える場合は、単なる備品等の購入の計画でないことの説明書を添付してください。
・委託費が補助事業費の50％を超える場合は、その理由書を添付してください。
（様式５－１）

技術開発の実施体制（その１）
	応募課題名
	「〇〇〇に関する技術開発」

	 １．技術開発項目ごとの責任者
（技術開発項目ごとに責任者の氏名、所属、役職について記載してください。）


	 ２．技術開発を実施する施設等
（技術開発を実施する施設の名称、所在地及びそこで用いる主要な設備について記載してください。）


	 ３．構成員間の費用の分担
（技術開発に係る経費について、構成員間での費用の分担について記載してください。）


（様式５－２）

技術開発の実施体制（その２）
	応募課題名
	「〇〇〇に関する技術開発」

	 １．応募者の構成員
（応募者の構成員の名称または氏名・住所・連絡先を記載してください。法人等の組織の場合は、名称の後ろに(　)書きで代表者名を、個人の場合は、氏名の後ろに(　)書きで所属先をそれぞれ記載してください。また、法人については、直近の決算時の資本金と従業員数についても、名称の下段に（　）書きで追記してください。）
　・組織の場合

株式会社△△△△（代表取締役□□□□）

　　（資本金〇〇〇百万円、従業員数〇〇〇人）

　　 ○○大学△△学部××学科□□研究室（教授　◇◇◇◇）･･･大学研究室等の場合
　　 〒×××―××××　〇〇市〇〇〇１－２－３  TEL：０×－××××－××××

・個人の場合
○○○○（◇◇◇◇大学○○学部××学科教授）
　　 〒×××―××××　〇〇市〇〇〇３－２－１  TEL：０×－××××－××××

	 ２．構成員の技術開発の実績
 （１）特許等取得件数（申請中を含む）
（特許等の取得件数を記載してください。また、そのうちの重要なもの５件程度までを選び、特許名、特許番号、取得又は出願年月日等を記述してください。特に、本応募課題と関係の深いものがある場合には必ず含め、※を付けてください。なお、海外分は(　)書きで内数としてください。）
 （２）技術開発の実績
（これまで実施した主な技術開発の成果物（製品等）のうち、重要なもの５件程度までを選んで、名称及びその核となる技術の概要等を記述してください。特に、本応募課題と関係の深いものがある場合には必ず含め、※を付けてください。）


· 応募者の構成員ごとに作成してください。
· 応募者の構成員ごとに、「応募書類の作成・記入要領」1.（7）のうち、該当する書類の写し（Ａ４版）を２部提出してください。
（様式６）

審査基準に関する事項
	応募課題名
	「〇〇〇に関する技術開発」

	１．技術開発の先導性
（既存の技術と比較しての技術革新性や技術開発の方向性など技術開発の先導性について記載してください。）


	２．技術開発の実現可能性
（目標達成の技術的可能性、技術開発を実施するために必要な資金、体制等に係る計画など技術開発の実現可能性について記載してください。）


	３．実用化・市場化の見通し
（実用化・市場化に向けた生産体制の整備、関連する規制等への対応、低コスト化の見通しなど実用化・市場化の見通しについて記載してください。）



※　本様式の枚数は、1.～3.の合計で２枚を限度とします。

（参考１）

昨年度までの技術開発の成果

	応募課題名
	「〇〇〇に関する技術開発」

	


※　本様式は、３枚を限度とします。必要に応じて図表等を活用し、具体的かつ簡潔　　　　　に記載してください。
（参考２）

パワーポイントによる補足説明資料

・　ヒアリング審査では、提出いただいた応募書類に加え、パワーポイントによる補足説明資料を、表紙を除いて１０ページ以内で作成していただきます。

・　補足説明資料を印刷したものを、ヒアリング審査時に１０部提出していただきます。
　別　添　
共　同　技　術　開　発　標　準　契　約　書

　株式会社○○○○代表取締役□□□□（以下「甲」という。）と株式会社△△△△代表取締役◇◇◇◇（以下「乙」という。）とは、次のとおり共同技術開発契約（以下「本契約」という。）を締結する。

（共同技術開発）

第１条　甲及び乙は、住宅・建築関連先導技術開発助成事業費補助金の交付の決定を受けた事業を共同して実施（以下「共同技術開発」という。）する。

（共同技術開発実施計画等）

第２条　共同技術開発の目的、内容、主たる実施場所及び今年度の共同技術開発に要する経費（以下「共同技術開発費」という。）の内訳等は、住宅・建築関連先導技術開発助成事業費補助金交付申請書に定めるとおりとする。

（技術開発費の分担）

第３条　甲及び乙は、共同技術開発費をそれぞれの負担割合により負担するものとする。

２　前項の負担割合は、次のとおりとする。

　　　甲　共同技術開発費の○％

　　　乙　共同技術開発費の○％

（共同技術開発期間）

第４条　共同技術開発の実施期間は次のとおりとする。

　　　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

（共同技術開発の実施）

第５条　甲及び乙は、本契約書に定めるところに従って共同技術開発を実施しなければならない。

　本契約の締結を証するため、契約書　　通を作成し、記名押印のうえ、住宅・建築関連先導技術開発助成事業費補助金交付要綱第11条に基づき国土交通大臣に２通提出するとともに、各１通を保有するものとする。

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　甲　株式会社○○○○

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役□□□□　　　印

　　　　　　　　　　　　　乙　株式会社△△△△

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役◇◇◇◇　　　印

              （注：共同技術開発者が３者以上の場合は、丙、丁、・・・を追加する。）
法人の場合





パワーポイント補足説明資料は、以下のとおり作成してください。


・Ａ４版の原稿方向は横使いとし、通しページを付して両面印刷としてください。


・パワーポイントは、１スライド１ページで資料印刷してください。


・資料１部ずつをクリップで留めとしてください。








＜注意！＞　当該契約書は、採択後に提出していただく共同技術開発契約書のサンプルです。


応募時の提出は不要です。





＜パワーポイント資料の参考例＞





Ａ４横使いとし、１スライドを１ページに印刷





両面印刷
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